地方公務員の給与決定について公務員部長交渉

－10/18（2010秋闘情報No.30)－

　10月18日、公務員連絡会地公部会は、本年の地方公務員の給与決定等に関して、総務省公務員部長交渉を実施した。

　午前11時30分から行われた交渉には、岡本企画調整委員代表（自治労書記長）はじめ地公部会構成組織書記長が出席した。総務省側は、佐々木公務員部長ほかが対応した。

　冒頭、岡本企画調整委員代表が要請書(別紙)を手交し、総務省から申入れの各事項に対し次の通り回答があった。

（１）地方公務員の給与については、地方公務員法の趣旨に則り、地域の実情を踏まえ、条例で定められるべきものである。総務省としても、地方公務員法の趣旨を踏まえ、本当に必要と考えられるものについて助言をしてまいりたいと考えている。また、地方公務員法第24条第３項により、地方公務員の給与は、国家公務員の給与等を考慮して定めなければならないとされているところであり、各地方公共団体においても、この均衡の原則を踏まえた対応をお願いしたいと考えている。

（２）短時間公務員制度について、任期の定めのない常勤の職員を中心とする公務の運営の原則は維持されるべきものであり、平成21年の地方公務員の短時間勤務の在り方に関する研究会報告においても、この原則は維持しつつ、検討することが必要であるとの基本的考え方が示されている。

任期の定めのない短時間勤務職員については、これまでの検討を踏まえて考えると、長期的な人事配置をはじめ、長期的な人事管理に困難が予想されること等難しい課題があると考えられる。民間でも契約期間の定めのない短時間正社員制度のような雇用形態は、現時点ではまだ一般的とは言い難く、国家公務員においても、そのような制度はないところである。平成16年に、常勤職員と同様の本格的業務に従事することができ、給料及び手当が支給可能な「任期付短時間勤務職員制度」が地方独自の制度として導入されており、その活用が更に図られるよう、制度の周知、活用事例の紹介等を進めるとともに、地方の実情をお聞きしながら、制度･運用の改善についても幅広く検討してまいりたいと考えている。

　地方公務員については、地方公務員の勤務条件等は法令、条例等で定められており、民間事業主が自主的に雇用管理の改善等を行うことにより短時間労働者の福祉の増進を図ることを目的とする、パートタイム労働法の趣旨になじまないことから、この法律の適用から除外されている。

一方、臨時・非常勤職員の任用に当たっても、民間労働法制の動向も十分に念頭に置く必要はあると考えられることから、引き続き、各地方公共団体に対して、臨時・非常勤職員の任用や処遇の適切な在り方について、必要な助言、情報提供を行ってまいりたいと考えている。

　非常勤職員の手当支給については、地方自治法上、常勤職員には、給料と手当を、非常勤職員には報酬と費用弁償を、それぞれ支給することとされている。非常勤職員が、常勤職員と異なるのは、本来、非常勤職員が、任期を限って臨時的・補助的業務に任用されるという性格であることによるものである。非常勤職員の報酬の水準は、各地方公共団体において、職務の内容と責任に応じ、適切に定めていただくべきものと考えている。

（３）病気休暇制度については、人事院は、「公務員人事管理に関する報告」において、１回の病気休暇の上限期間の設定など病気休暇制度の見直しを行うとしているところである。地方公共団体の職員の休暇等の勤務条件は、地方公務員法第24条第５項の規定により国等の職員との権衡を失しないように適当な考慮が払われなければならないものである。今後、国の病気休暇制度の見直しが行われた場合には、各地方公共団体においては、地方公務員法の趣旨にのっとり、適切に対応していただきたいと考えている。

（４）段階的定年延長について、地方公務員の定年は、地方公務員法第28条の２第２項において、「国の職員につき定められている定年を基準として条例で定めるものとする。」と規定されているところである。国家公務員の定年に関しては、国家公務員制度改革基本法第10条において「政府は、職員が意欲と誇りを持って働くことを可能とするため」、また、「雇用と年金の接続の重要性に留意して」、講ずる三つの措置の一つとして、「定年を段階的に65歳に引き上げることについて検討すること。」と規定されている。この度、人事院勧告時の報告において、定年延長に向けた制度見直しの骨格と今後の課題が示され、あわせて、本年中を目途に成案を得て立法措置のための意見の申出を行っていくとされたところである。地方公務員についても、雇用と年金の接続の重要性に留意をしながら、国家公務員の検討の動向や地方自治体関係者の意見を十分踏まえた上で、その対応を検討してまいりたいと考えている。

　続いて、岡本企画調整委員代表より、「現場では、地方公務員法の趣旨以上に、総務省の助言指導にもとづいた対応がなされているが、各地方公共団体の自己決定を尊重していただきたい」と質したのに対し、佐々木部長は、「地方公務員法の趣旨、諸原則を踏まえ必要な助言を行っているところである」と回答した。

　都市交は、「地方公営企業は厳しい経営状況のなか、存続のため自ら賃金を削減するなど独自の取組みをしてきた。給与決定について、単純な国公準拠は避け、各地方公営企業独自の取組みを考慮して判断をいただきたい」と述べた。

　全水道からは、「黒字経営であっても賃金削減が行われている現状がある。国公準拠の一方で、地方自治体の自己決定も地方公務員法の趣旨であるとも言えることを理解していただきたい」と要請した。

また、日高教は、「年金と雇用を接続する方法として定年延長を進めていただきたいが、学校現場では、担任や部活の顧問など毎日子どもと向き合わなければならないなどの業務に特殊性がある。文部科学省と連携しながら、制度設計を図っていただきたい」と述べた。併せて日教組から「業務の多忙化やモンスターペアレントへの対応を理由に、50歳台の半数以上の教員が定年前に辞めている。定年延長については意欲があっても体力の面から働くことに不安を感じている者も多い。導入の際には、制度設計の段階で話合いの場を設けて欲しい」と要請した。

これに対し、佐々木部長は「定年延長については大きな制度の話であり、人事院の意見の申出の前ではあるが、色々な論点があると感じている。文部科学省を含め、よく色々な方々の話も聞きながら、検討してまいりたい」と述べた。

　岡本企画調整委員代表は、臨時・非常勤職員の雇用安定、処遇改善について、地公部会が署名をはじめとした取組みを実施することを述べた上、前向きな検討を要請し、現在の地方公務員の育児休業等の検討状況について質した。

これについては、「国家公務員における検討状況を踏まえながら、地方公務員についての必要な措置について検討してまいりたい」と佐々木部長は回答した。さらに、藤川地公部会事務局長は、「地方公務員の育児休業法改正については、給与法の閣議決定と同時期に決定されるのか。すべての臨時・非常勤職員が育休を取得できるよう制度設計をしていただきたい」と要請した。

佐々木部長は、「基本的には、国家公務員に関する制度改正がなされれば、特段の事情がない限り、それに合わせて対応してまいりたい」と回答した。

　最後に、岡本企画調整委員代表から、引き続き十分な交渉・協議を要請し、交渉を終えた。

　
(別　紙)
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議 長 　佐 藤 幸 雄

地方公務員の給与決定に関する申入れ

　貴職の地方自治確立、地方公務員の賃金・労働条件の改善に向けたご努力に敬意を表します。

　さて、今年度の人事院勧告の取扱いを巡っては、臨時国会の重要な課題となっております。仮に人事院勧告を無視した一方的な給与引下げが実施された場合は、労働基本権制約の代償措置としての人事院勧告制度を政府自らが否定したことにつながり、憲法問題を含め極めて重大な問題が生ずることになります。貴職におかれましては、勧告制度を尊重するよう強く申入れを致します。

一方、地方公務員の賃金決定のシステムについては、財政逼迫を理由とした一方的な賃金引下げが深刻化し、労働基本権制約の代償措置である人事委員会制度は機能不全の状況にあると言わざるを得ません。労使が交渉を通じて自律的に勤務労働条件を決定する制度への転換を急ぐ必要があります。

　貴職におかれましては、地方公務員の賃金水準の確保と、労使自治を尊重した賃金確定が強く求められており、下記事項の実現に向けてご尽力頂きますようお願いします。

記

１．地方公務員の給与決定について、地公法第24条３項の趣旨を踏まえた自治体の自　己決定が尊重されるよう対応すること。50歳台後半層の職員給与を一律に引き下げ　る措置など国家公務員給与に関わる取扱いについて一律的に地方自治体にその実施　を求めないこと。

２．労働基本権の代償機関である各人事委員会がその機能をより一層果たすよう要請すること。また、減額措置を実施している自治体においては、給与減額後の支給額を職員給与とすること。

３．公営企業および技能労務職員の給与については、当該職員に労働協約締結権が保障されていることを踏まえ、労使交渉に基づく自主的・主体的決定を尊重すること。

４．臨時・非常勤職員の雇用安定、処遇改善について以下の法整備等をはかること。　(1) 短時間公務員制度（仮称）を実現すること。

　(2) パート労働法の趣旨が地方公務員の臨時・非常勤職員にも適用されるよう法整備等を進めること。

　(3) 非常勤職員の諸手当支給制限に関する制度の見直し（地方自治法203条の２の改正）を行い、非常勤職員にも手当を支給できるようにすること。

５．国の病気休暇制度に関わって、各地方自治体における労使交渉を尊重すること。

６．段階的定年延長に関っては、地方自治体においても、国に遅れないよう制度設計を進めること。それに当たって、地方公務員の実情を踏まえたものとなるよう地方公務員部会との十分な交渉・協議の場を設けること。

７．総人件費改革に関わる自治体職員定数については、「集中改革プラン」を超える純減を求めないこと。

８．地方公務員の人事評価制度の見直しについて「助言」する場合には、４原則２要件を具備した制度となるよう組合と十分に交渉・協議した上、合意と納得を得ることとすること。

以　上

